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社団法人 全国腎臓病協議会 

2013 年度（平成 25 年度）事業報告 

 

 

 

前文 

2013 年度は、組織体制の大きな転換の年でした。役員改選で熊本県より今井

政敏を会長に選出し、新役員体制で全腎協はスタートしました。 

新役員体制での重要課題の一つとして、期限の 11 月末までに一般社団法人へ

の移行申請を行うことが至上命題であり強力に取り組みました。その結果 10月

に内閣府公益認定等委員会に移行申請をし、３月に移行認可を受けることが出

来ました。2014 月４月１日からは、一般社団法人全国腎臓病協議会としてスタ

ートしました。 

また、公益法人として信頼されるべくセルフ・ガバナンス（統治・統制能力）

の効いたコンプライアンス（法令遵守）体制が内外から求められた年でもありま

した。全腎協は、第三者委員会を立ち上げるなどその対策に取り組みましたが、

引き続き 2014 年度も整備・対策に取り組んでいきます。 

組織内では、患者の高齢化に伴い患者が中心となって活動する力が弱くなっ

ています。社会的認知度を上げる取り組みの他、老老介護の問題、通院困難者へ

の移動支援やｉＰＳ細胞などの新しい治療への取り組みなど、会員目線に立っ

た取り組みを行ってきました。 

 社会保障制度では、財源難を理由に介護保険制度、障害者施策、難病施策など

厳しい状況が続いています。さらに、診療報酬改定では、入院時の特定除外制度

が廃止され、患者の高齢化、要介護者が増加する中、特養などの施設に透析患者

が安心して入居できる環境整備について、会員から強力な取り組みが求められ

ています。その他にも、東日本大震災で被災した福島第一原子力発電所から避難

された仲間が３年たった今も元の生活に戻れていません。さらに伊豆大島町の

土石流被害においては、私たちの仲間が尊い命を亡くすなど、災害に備えた対策

が急務です。 

 全腎協は、今後もさまざまな課題に取り組んでいかなければなりません。その

ために実効性のある活動に取り組んでまいります。 

  

以下、2013 年度の主な事業です。 

 

 



 2 

１．腎臓病に関する市民公開のシンポジウムや講演会の実施 

（１）2013 年度実施のシンポジウム・講演会等 

① 2013 年度全腎協全国大会 in みやぎ・仙台の開催 

日 時 ５月 19日（日）9:00～15:20 

   会 場 仙台サンプラザホール（仙台市） 

    

② 第 20 回腎不全対策キャンペーン講演会 

日 時 ８月 25日（日）10:00～15:00 

会 場 今池ガスビル９階ホール 名古屋市 

参加対象者 患者、患者家族、医療関係者、一般市民 

   共 催 名古屋市臨床疫学研究会 他 

 

（２）腎臓病（ＣＫＤ）シンポジウム及び講演会等の開催 

参加対象者：患者、患者家族、医療関係者、一般市民 

① カネカメディクス共催透析合併症対策講演会 

・熊本地区講演会の開催 

日 時 11 月 10 日（日）13:30～16:00 

会 場 熊本市総合体育館・青年会館 2F 青年会館ホール 

内 容 フットケアを中心とした透析合併症対策講演会 

 

・奈良地区講演会の開催 

日 時 12 月 1 日（日）13:30～16:00 

会 場 奈良県新公会堂 2F レセプションホール 

内 容 フットケアを中心とした透析合併症対策講演会 

 

・仙台地区講演会の開催 

日 時 ２月 23日（日）13:30～16:00 

会 場 仙台サンプラザホテル ３Fクリスタルルーム 

内 容 フットケアを中心とした透析合併症対策講演会 

 

② キッセイ薬品工業共催腎臓病シンポジウムの開催 

・東京ＣＫＤ(慢性腎臓病）シンポジウム 

日 時 ９月 28日（土）13:00～17:00 

会 場 東京教育会館 一ツ橋ホール 

内 容 ＣＫＤ講演会と試食 
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・大阪ＣＫＤ(慢性腎臓病）食事療法勉強会 

日 時 11 月９日（土）13:00～17:00 

会 場 メルパルク大阪 

内 容 ＣＫＤ講演会と試食 

 

③ バイエル薬品共催市民講座 

・ＣＫＤ市民講座 in神奈川 

日 時 ２月 23日（日） 

会 場 新都市ホール（横浜市） 

内 容 ＣＫＤ講演会 

 

・ＣＫＤ市民講座 in大阪 

日 時 ３月 23日（日）13:00～16:30 

会 場 大阪国際会議場 

内 容 ＣＫＤ講演会 

 

④ バイエル薬品共催クッキングセミナー 

・11 月 17 日（日）クッキング＆セミナーin 山口 

・12 月 １日（日）クッキング＆セミナーin 福井 

・12 月 15 日（日）クッキング＆セミナーin 徳島 

  ・ １月 26日（日）クッキング＆セミナーin滋賀 

  ・ ２月 ９日（日）クッキング＆セミナーin沖縄 

 

⑤ 鳥居薬品共催透析のかゆみ川柳コンテストの実施 

第 3回コンテストの結果発表（５月 19日 全国大会 inみやぎ・仙台） 

第 4回コンテストの作品募集  

期間 1月 6日～3月 15 日 

 

２．臓器移植普及・推進のための国民に向けた啓発事業の実施 

（１）全腎協移植フォーラムｉｎひろしまの開催 

日 時 10 月 27 日（日）13:00～16:30 

会 場 中国新聞ホール 中国新聞ビル 7階  

    

（２）えてがみコンテストの開催 

10 月の厚生労働省臓器移植普及推進月間に合せて、臓器移植を考える機

会となるよう「えてがみコンテスト」を実施 
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（３）臓器移植普及推進月間、市民等を対象に全国街頭キャンペーンの実施 

 

（４）日本移植者協議会との「献腎移植激減に関する緊急共同声明」の発表 

日 時 ２月 12日（水） 

会 場 厚生労働省記者クラブ 

３．腎臓病に関する無料相談の実施 

（１）専門家（医療ソーシャルワーカー、管理栄養士、認定心理士）による電話

相談（フリーダイヤル） 事業 

① フリーダイヤルで専門相談を実施 

・生活相談 

ソーシャルワーカーによる「生活・福祉」相談 97 件 

・栄養相談 

管理栄養士による「食事・栄養」相談 123 件 

・心の相談 

認定心理士による「こころ」相談 29 件 

 

② 事務局への相談 

・事務局電話・ＦＡＸによる相談件数 598 件 

・事務局宛メールによる相談件数 52 件 

 

４．腎臓病に関する情報発信 

（１）会報「ぜんじんきょう」の発行 

年６回、年間総発行数 68万部を発行 

・No257 特集「透析患者の足病変」 

・No258 特集「2013 年度全腎協全国大会」 

・No259 特集「シャントトラブルと自己管理」  

・No260 特集「透析患者のかゆみ対策」 

・No261 特集「ドライウエイトの基本」 

・No262 特集「排便トラブル解消法」 

 

（２）「声の会報」 

視覚障害者等に音声化し、加盟組織を通じて「声の会報」（ＣＤ）を配布。 

 

（３）ホームページの活用 

腎臓病についての全般的な情報のほか、腎臓病に関する講演会などの開

催情報など随時更新 

 

（４）ニューズレターでの情報発信 



 5 

  ・１号 ７月 19日 発行 

  ・２号 １月 31日 発行 

  ・３号 ２月 13日 発行 

  ・４号 ３月 ５日 発行 

 

５．通院介護対策事業への取り組み 

（１）通院、入所、入居、在宅治療における課題への具体的取り組み 

  ・2013 年度通院介護研修会 報告書 

日 時 11 月  9 日（土）14：00～18：00 

11 月 10 日（日）9：00～12：00 

会 場 大森東急イン 

      内 容 介護保険制度、福祉有償運送、デマンド対応型交通システム他 

 

（２）情報発信「はあとなび」の発行 

  ・85 号 ５月 15日 発行 

・86 号 ７月 17日 発行 

・87 号 ９月 13日 発行 

・88 号 11 月 20 日 発行 

・89 号 ２月 18日 発行 

・90 号 ３月 14日 発行 

 

６．透析医療の確保、治療と生活の質の向上への取り組み 

（１）2014 年度厚生労働省予算要望                 

日 時 ８月 20日（木）13:30～15：30 

   会 場  厚生労働省 １階 第４共用会議室 

    

（２）診療報酬改定への取り組み 

・2014 年度診療報酬「改定」に向けた厚生労働省への要望          

日 時 10 月３日（木）11:00～12：00 

要望先  厚生労働省保険局医療課 

・佐藤茂樹厚生労働副大臣との面談 

日 時 １月 22日（水）14:30～15:00 

会 場 厚生労働省副大臣室 

 

（３）第 58回日本透析医学会学術集会・総会への参加 

   日 時 ６月 20日（木）～23日（日） 
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   会 場 福岡国際会議場 他 

   

（４）介護保険に関する厚生労働省との懇談 

日 時 11 月 19 日（月）10:30～11:00 

懇談先 厚生労働省老健局振興課 

（５）内閣府「第 11回障害者政策委員会」におけるヒヤリングへの参加 

   日 時 ２月３日（月） 

 

（６）公的医療費助成制度の確保 

都道府県別、重度障害者医療費助成制度一覧表の作成 

 

（７）「患者中心の医療」の実現 

   第 58 回日本透析医学会学術集会 

「終末期患者に対する慢性血液透析療法の見合わせ」についての意見発表 

   日 時 ６月 21日（金） 

   会 場 福岡国際会議場  

 

（８）治療選択の拡大への取り組み 

東海腹膜透析研究会第６回市民公開講座への参加  

日 時 ７月 21日（日） 

   会 場 長良川国際会議場大会議室  

  

   この外、各地域での在宅透析研究会等に役員が参加 

 

（９）再生・移植医療の調査 

・ｉＰＳ細胞を使った再生医療やＥＳ細胞からの治療薬の研究の情報収集 

   

 

７．生活・所得補償 

 ・全国心臓病の子供を守る会、日本肝臓病患者団体協議会など内部障害者団体

との意見交換会、障害年金等の学習会の開催 

 

８．災害対策 

（１）シンポジウム「3.11 東日本大震災に学ぶ」を開催 

日 時 ５月 19日（日）10：40～11:40 

   会 場 仙台サンプラザホール（仙台市） 
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（２）東日本大震災の透析患者への影響と震災の備えに関する調査 

 

（３）災害時等「人工腎臓透析用剤の安定供給確保に関る」厚生労働省への要望 

   日 時 10 月 18 日（金） 

   要望先 厚生労働省医政局 

（４）台風 26号による東京都大島町の被災状況、視察・調査 

   日 時 ２月 22日（土） 

   視察先 大島医療センター他 

 

９．調査研究と政策提言 

（１）第 43次国会請願の実施 

日  時 3 月 20 日（木） 

会  場 衆議院第一議員会館大会議室 

紹介議員 290 名 

集会来場 議員 30 名、秘書 60名 

参 加 者 県組織 191 名、理 事 17 名、監 事 1名、事務局 5名 

 請願筆数：737,229 筆 

請願募金：3,687,691 円（2014 年 3月 31 日現在） 

 

10．組織的課題への対応 

（１）一般社団法人への移行としてふさわしい組織基盤の確立 

① 一般社団法人への移行 

・10月 10 日（木）内閣府公益認定等委員会に移行申請書を提出 

・ １月 24 日（金）公益認定等委員会において答申 

・ ３月 19 日（水）認可書手交日 

・ 4 月  1 日（火）移行登記完了 

  

② 第三者委員会の開催 

  ・第 １回第三者委員会 １月 20 日（月） 

・第 ２回第三者委員会 ２月 ５日（水） 

・第 ３回第三者委員会 ２月 13 日（木） 

・第 ４回第三者委員会 ３月 ４日（火） 

・第 ５回第三者委員会 ３月 17 日（月） 

・第 ６回第三者委員会 ３月 25 日（火） 

 

11．事業推進のために 

（１）各種会議の開催 
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① 社員総会 

・臨時総会     4 月 ６日(土) 大森東急イン 

・第 51回通常総会  5 月 18 日(土) 江 

陽グランドホテル 

・臨時総会     7 月 7 日(日) 新大阪ワシントンプラザホテル 

・第 52回通常総会 10 月 19 日(土)20 日(日)  大森東急イン 

・第 53回通常総会  3 月 15 日(土)16 日(日)  大森東急イン 

 

② 理事会 

・第 104 回通常理事会 4 月 13 日(土)14 日(日) 全腎協事務局 

・第 105 回通常理事会 6月 8 日(土) 9 日(日) 全腎協事務局 

・第 106 回通常理事会 9月 7 日(土) 8 日(日) 全腎協事務局  

・第 107 回通常理事会 11 月 16 日(土)17 日(日) 全腎協事務局 

・第 108 回通常理事会  1 月 11 日(土)12 日(日) 全腎協事務局 

    ・第 109 回通常理事会  2 月 15 日(土)16 日(日) 全腎協事務局 

 

（２）その他会議・研修会 

・全国社員代表者会議の開催 

日 時 ７月６日（土）14:00～18:30            

会 場 新大阪ワシントンプラザホテル 

内 容 全腎協が取組む組織拡大、現状認識の再確認から実行計画まで 

 

・第７回全国青年会議の開催 

    日 時 ８月 24日（土）・25日（日） 

   会 場 大森東急イン５階「フォレスト」 

    内 容 ＰＤＣＡセミナー「問題解決の技法」 

 

（３）ブロック会議 

   

（４）事業推進体制 

①委員会の設置と現状に合致した委員会体制作り 

   ・政策委員会   ・財務委員会 ・医療委員会 ・組織対策委員会 

   ・災害対策委員会 ・通院介護対策委員会 ・「憲章」ＰＴ 

 

（５）関係学会等との連携 

 

（６）関係団体との連携 


